
鳥取県訓令第１号

鳥取県統計調査調整規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成25年３月１日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県統計調査調整規程の一部を改正する訓令

第１条 鳥取県統計調査調整規程（昭和34年鳥取県訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（目的） （目的）

第１条 この訓令は、鳥取県統計調査条例（昭和25年 第１条 この規程は、本庁において行う統計調査につ

鳥取県条例第７号）及び鳥取県統計調査条例施行規 いて必要な調整を行い、その改善及び発達、統計調

則（平成12年鳥取県規則第20号）に定めるもののほ 査に伴う負担の軽減並びに統計資料の整備により行

か、統計調査の調整その他の手続について定めるこ 政事務能率の向上を図ることを目的とする。

とにより、統計調査に伴う負担の軽減及び内容の改

善並びに統計資料の整備を進め、行政事務能率の向

上を図ることを目的とする。

（定義） （定義）

第２条 この訓令において、「統計調査」とは、知事 第２条 この規程において、「統計調査」とは、県が

が行う鳥取県統計調査条例第２条第１項に規定する 独自に又は国若しくは他の団体から委託されて個人

県統計調査をいう。 又は市町村その他の団体に対し様式を示して一定の

時点又は期間について行う調査であって、その結果

を用いて統計を作成することを目的とするものをい

う。ただし、統計法（平成19年法律第53号）に基づ

く基幹統計調査、一般統計調査及び対象が県の機関

又は職員に限られた調査を除く。

２ この訓令において、「課長」とは、次に掲げる者 ２ この規程において、「課長」とは、鳥取県行政組

をいう。 織規則（昭和39年鳥取県規則第13号）第６条の規定

により設置された課（これに相当するものを含

む。）の長をいう。

(１) 鳥取県行政組織規則（昭和39年鳥取県規則第

13号）第６条の規定により設置された課（総室内

室が設置されたものを除く。）及び総室内室の長

(２) 鳥取県行政組織規則第２条第４項に規定する

地方機関又はその内部組織の長であって、前号に

掲げる者に相当するもの

（統計調査の調整等） （統計調査の合議及び調整）

第３条 課長は、新たに統計調査を実施しようとする 第３条 新たに統計調査を実施しようとする場合にお

ときは、その40日前までに統計調査実施協議書（様 いては、各課長は、１箇月前までに統計調査実施合

式第１号）により統計課の長（以下「統計課長」と 議書（様式第１号）により統計課長に合議しなけれ



いう。）に協議しなければならない。 ばならない。

２ 課長は、統計調査を変更しようとするときは、統

計調査変更協議書（様式第２号）により統計課長に

協議しなければならない。

３ 統計課長は、前２項の規定による協議を受けたと ２ 統計課長は、前項の合議を受けたときは、次に掲

きは、次に掲げる事項について審査し、必要がある げる事項について審査し、必要があると認めるとき

と認めるときは、意見を述べることができる。 は、意見を述べることができる。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

４ 統計課長は、第１項又は第２項の規定により協議 ３ 各課長は、第１項の規定によって合議した統計調

を受けた統計調査について、統計法（平成19年法律 査を変更し、中止し、又は廃止するときは、統計調

第53号）第24条第１項に規定する総務大臣への届出 査変更合議書（様式第２号）、統計調査中止（廃

を行うものとする。 止）届出書（様式第３号）により統計課長に報告し

なければならない。

（届出を要する統計の取扱い）

第４条 統計課長は、前条第１項の規定により合議を

受けた統計調査が統計法第24条第１項の規定により

総務大臣に届出を要するものであるときは、その旨

を当該課長に通知しなければならない。

（統計調査の登録）

第５条 統計課長は、実施することとなった統計調査

に関し、必要な事項を鳥取県統計調査登録簿（様式

第４号）に登録しなければならない。

（統計資料の整備） （統計資料の整備）

第４条 課長は、統計調査を完了したときは、その結 第６条 各課長は、統計調査を完了し、かつ、表章し

果を統計課長に送付しなければならない。 又は解析したときは、その一部を統計課長に送付し

なければならない。

２ 課長は、統計資料を発行したときは、事務の遂行 ２ 各課長は、統計資料を発行したとき又は国若しく

に支障のない限り当該統計資料を統計課長に送付し はその団体等から統計資料の寄贈を受けたときは、

なければならない。 事務の遂行に支障のない限りその一部を統計課長に

送付しなければならない。

第２条 鳥取県統計調査調整規程の一部を次のように改正する。

様式第１号及び様式第２号を次のように改める。

様式第１号（第３条関係）

第 号

年 月 日

統計調査実施協議書

統計課長 様

課長

１ 調査の名称

２ 調査の目的

３ 調査対象の範囲 (１) 地域的範囲



(２) 属性的範囲

４ 報告を求める者 (１) 数

(２) 選定の方法（□全数 □無作為抽出 □有意抽出）

５ 報告を求める事項及びそ (１) 報告を求める事項

の基準となる期日又は期間 (２) 基準となる期日又は期間

６ 報告を求めるために用い (１) 調査組織

る方法 (２) 調査方法（□調査員調査 □郵送調査 □オンライン調査 □その他

（ ））

７ 報告を求める期間 (１) 調査の周期

(２) 調査の実施期間又は調査票の提出期限

注１ ４(２)については、該当するものを■にしたうえで、選定の方法について具体的に記載すること。

２ ６(２)については、該当するものを■にしたうえで、調査方法について具体的に記載すること。

様式第２号（第３条関係）

第 号

年 月 日

統計調査変更協議書

統計課長 様

課長

年 月 日付けで協議した統計調査を下記のとおり変更したいので、協議します。

記

１ 調査の名称

２ 変更の内容

変更後

変更前

変更理由

様式第３号及び様式第４号を削る。

附 則

この訓令は、平成25年４月１日から施行する。


